
NPO法 人 a.RISE定款
第 1章 総 則

(名  称 )
第 1条  この法人は、NPO法人 a.RISEと いう。日本語名はアライズと表する。
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(目  的 )
第 3条  この法人は、広く一般市民を対象として、科学的根拠に基づく効果的な手洗

い方法の普及啓発と研究活動を通 じて、感染症予防に関する意識向上と手洗

い技術向上を回り、医療・福祉施設、教育機関、食品関連事業者等における

衛生管理の質的向上に寄与 し、公衆衛生の向上に資することを目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。
(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

(4)科学技術の振興を図る活動

(5)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の

活動

(事業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし
て、次の事業を行う。

(1)医療・福祉施設、教育機関、食品関連事業者等への手洗い教育事業

(2)効果的な手洗い方法の調査・研究開発事業

(3)その他目的を達成するために必要な事業



第 2章 会 員

(種 別 )
第 6条  この法人の会員は、次の3種 とし、一般会員をもって特定非営利活動促進法 (以
下「法」という。)上の社員とする。
(1)一 般会員 この法人の目的に賛同し、この法人の活動及び事業を推進する意思

を持つ個人

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し、賛助するために入会した個人及び団体
(3)活動会員 この法人の目的に賛同し、この法人で活動を行なう個人

(入  会 )
第 7条  会員の入会について、特に条件は定めない。
2 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、
理事長に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあつたとき、正当な理由がない限り、入会を認め
なければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書
面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第 8条  会員は、理事会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならな
い 。

(会 員の資格の喪失 )

第 9条  会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅したと
き。

(3)継続 して2年以上会費を滞納 したとき。
(4)除名されたとき。

(退 会 )
第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ
とができる。

(除  名 )
第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、理事会の議決により、これを除名
することができる。

(1)こ の定款に違反したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当議会員に弁明
の機会を与えなければならない。

(入会金及び会費の不返還 )

第12条 既納の入会金、会費は、返還しない。



第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第13条  この法人に、次の役員を置 く。
(1)理事  3人 以上
(2)監事  1人 以上
2 理事のうち 1人 を理事長とし、若干名を副理事長とする。

(選任等 )

第14条 理事及び監事は、総会において選任する。
2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは 3親等以内の
親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親

族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになつてはならない。
4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。
5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )
第15条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。
2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと
きは、理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び理事会の議決に基づき、この法
人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為

又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、

これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述
べること。

(任期等 )

第16条 役員の任期は、 2年 とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現
任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務
を行わなければならない。

(欠員補充 )

第17条  理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、運滞
なくこれを補充 しなければならない。

(解 任 )
第18条  役員が次の各号の一に腋当する場合には、総会の議決により、これを解任す
ることができる。



(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があつたとき。
2 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明
の機会を与えなければならない。

(報酬等 )

第19条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。
3 前 2項 に関 し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 4章 会 議
(種 別 )
第20条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成 )

第21条 総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能 )

第22条  総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更

(2)解散及び合併

(3)事業計画及び予算並びにつその変更
(4)その他運営に関する重要事項

(総会の開催 )

第23条  通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。
(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求
があつたとき。

(3)監事が第15条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第24条  総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があつたときは、そ
の日から30日 以内に臨時総会を招集しなければならない。
3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければな
らない。



(総会の議長 )

第25条  総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

(総会の定足数 )

第26条 総会は、正会員総数の6分の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決 )

第27条  総会における議決事項は、第24条第 3項の規定によつてあらか じめ通知 した
事項とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をも
つて決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案 した場合において、正
会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当腋提案を

可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等 )

第28条 各正会員の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された
事項について書面若しくは電磁的方法をもつて表決し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用については、
総会に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加
わることができない。

(総会の議事録 )

第29条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな
い 。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者又は表決委

任者がある場合にあっては、その数を付記すること。)

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押印
又は署名しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意
思表示をしたことにより、総会の決議があつたとみなされた場合においては、次

の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があつたものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(理事会の構成 )

第30条  理事会は、理事をもつて構成する。



(理事会の権能 )

第31条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第32条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事長が必要と認めたとき。
(2)理事総数の 2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した書面により
招集の請求があつたとき。

(理事会の招集 )

第33条 理事会は、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があったときは、その日から30日 以内
に理事会を招集 しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知 しなければな
らない。

(理事会の議長 )

第 34条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第35条  理事会における議決事項は、第33条第 3項の規定によってあらかじめ通知し
た事項とする。ただし、緊急を要する事項で、出席した理事の 2分の 1以上の
同意があった場合については、この限りではない。
2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の
決するところによる。

(理事会での表決権等 )

第36条 各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された
事項について書面をもつて表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理
事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加
わることができない。

(理事会の議事録 )

第37条 理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければなら
ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあつては、その旨を付記
すること。 )

(3)審議事項



)議事の経過の概要及び議決の結果
)協事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人2人が記名押
印又は署名しなければならない。

第 5章 資 産
(資産の構成 )

第38条  この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。
(1)設立当初の財産目録に記載された資産

(2)入会金及び会費

(3)寄附金品

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴う収益

(6)その他の収益

(資産の区分 )

第39条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。

(資産の管理 )

第40条  この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、理事
長が別に定める。

第 6章 会 計

(会計の原則 )

第41条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従 つて行わなければならな
い。

(会計の区分 )

第42条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。

(事業年度 )

第43条  この法人の事業年度は、毎年5月 1日 に始まり、翌年4月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第44条  この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、理事長が作成 し、
総会の議決を経なければならない。

(暫定予算 )

第45条  前条の規定にかかわ らず、やむを得ない理由により予算が成立 しないときは、
理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準 じ収

益費用を講 じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立 した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正 )

第46条  予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定
予算の追加又は更正をすることができる。
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(事業報告及び決算 )

第47条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関す
る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成 し、監事の監査を受け、

総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨機の措置 )

第48条 予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を
し、又は権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第49条  この法人が定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の
3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項について
は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない
事項を除 く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散 )
第50条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し
2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ
ればならない。

(残余財産の帰属 )

第51条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)し たと
きに残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決し
たものに譲渡するものとする。

(合 併 )
第52条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法
(公告の方法 )

第53条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して
行 う。ただ し、法第28条の 2第 1項 に規定する貸借対照表の公告については、



この法人のホームページにおいて行 う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第54条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ
る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(職員の任免 )

第55条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営 )

第56条  事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が
別に定める。

第10章 雑 貝1

(細  則)
第57条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ
を定める。

附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。
理事長     上條 史配
副理事長    上野 楓
理事      能登 有澄
監 事     田中 千久
監 事     下田 大輔

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第16条第 1項の規定にかかわらず、この法
人の成立の日から令和9年 7月 30日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第43条の規定にかかわらず、この法人の成立
の日から令和9年4月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第44条 の規定にかかわらず、設立総
会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げ
る額とする。

(1)一般会員 入会金 5,000円  年会費 10,000円
(2)賛助会員 個人 1回 5,000円 、団体 1口  50,000円
(3)活動会員 入会金 3,000円  年会費 5,000円



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条関係)
設立・役員変更用

役 員 名 簿 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の薇 )

NPO法人  a.RISE

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ビ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかにO)

(フ リガナ)

氏 名

報酬の有無
(ど ちらかにO)

役職名等

〇 ・監事
カミシ・ョウ  フミノ

上條 史記  
有・① 理事長

監 事
ウエノ カエテ゛

有・① 副理事長
上野 楓

理 事 監 事
タナカ  カス
゛
ヒサ

有・⑪
田中 千久

理 事

シモタ
゛
  夕
゛
イスケ

下田 大輔  
有・①

⌒

Qフ・監事
ノト  ラ'リス

能登 有澄
有・⑬

理事・監事 有・無

理事・監事 有・無

理事・監事 有 4□:

理事・監事 有・無

10 理事 。監事 有・無



書式第 8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

‖円 法人 a RISE

1 事業実施の方針
令和 8年度は、東京都の医療・福祉施設・教育機関・食品関連事業者を主な活動場所として手洗い教

育事業を展開する。

効果的な手洗い方法を運動学的に解析して手洗い動作の解析を行い、オープンアクセスが可能な学術

誌のプラットフォームや SNS、 アプリケーションなどを通じて公開する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 30 】千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

医療・福祉施

設、教育機関、

食品関連事業

者等への手洗

い教育事業

希望される施設を対象に

訪問し、手洗い教育と技術

指導の出前講義を年 3回

程度行う。

10月 、11

月 12月 、

1月

東京都及

びその周

辺の医療

施設、保

育園また

は教育機

関、食品

加工事業

所等

3名

東京都及
びその周
辺の施設
利 用 者
(職員・
児童・高
齢者等)

10名 ×

年 4回程

度

10

効果的な手洗

い 方 法 の 調

査・研究事業

研究に同意いただいた対

象者より、手洗い動作の測

定を行いその動作解析を

行う。

6月 、 7

月、8月 、

9月

東京都大

田区西蒲

田東京工

科大学

4名

衛生管理

に関心の

ある一般

市民、学

生、施設

職員 (研

究参加に

同意した

者)

30奮程

20

研究成果は、HPで告知を

行い、オープンアクセス論

文として公開 し、Webや

SNSを通じて一般市民や

教育機関が自由に利用で

きる形で社会に還元する。

随時

インター

ネット上

(Webサ

イ ト、学

術誌プラ

ットフォ

2名

手洗いや

衛生管理

に興味の

ある一般

市民

1000 名
程度



― ム 、

SNS な
ど)

(2)その他の事業 (事業費の総費用【   】千円)
足 載記
た
名

に
れ
業

欣
さ
事

事業内容 日時 場所
従事者
人数 裁ｍ



書式第 8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定款変更用

令和 9年度 事 業 計 画 書

‖PO,去ス. a.RISE

1 事業実施の方針
令和 8年度は、東京都の医療・福祉施設・教育機関・食品関連事業者を主な活動場所として手洗い教

育事業を展開する。

効果的な手洗い方法を運動学的に解析して手洗い動作の解析を行い、オープンアクセスが可能な学術

誌のプラットフォームや SNS、 アプリケーションを通して公開する。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 206 】千円 )
足示 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

医療・福祉施

設、教育機関、

食品関連事業

者等への手洗

い教育事業

希望される施設を対象に

訪問し、手洗い教育と技術

指導の出前講義を年 3回

程度行う。

9月 、10

月、11

月、12

月、1月 、

2月

東京都及

びその周

辺の医療

施設、保

育園また

は教育機

関、食品

加工事業

所等

3名

東京都及

びその周

辺の施設

利用者

(職員・

児童・高

齢者等)

10名 ×

年 6回程

度

80

効果的な手洗

い 方 法 の 調

査・研究開発

事業

研究に同意いただいた対

象者より、手洗い動作のデ

ータ測定を行いその動作

解析を行う。

6月 、7

月、8月 、

9月

東京都大

田区西蒲

田東京工

科大学

4名

衛生管理

に関心の

ある一般

市民、学

生、施設

職員 (研

究参加に

同意した

者 )

30名 程
度

126

研究成果は、HPで告知を

行い、オープンアクセス論

文として公開し、Webや

SNSを通じて一般市民や

教育機関が自由に利用で

きる形で社会に還元する。

随時

インター

ネット上

(Webサ

イ ト、ア

プリス ト

ア、学術

誌プラッ

トフォー

ムなど)

2名

手洗いや

衛生管理

に興味の

ある一般

市民

1000名
程度



研究成果から得 られた科

学的根拠を基に、専用のア

プリケーションの開発 (フ

リーミアム)や手洗いを含

む衛生管理を行える試薬

などの開発行い、アプリス

トアや HPな ど通じて一般

市民が利用できる形にす

る。本モデルは、無償提供

と有償提供を適切に組み

合わせることで、社会的意

義と持続可能性を両立さ

せる仕組みとして設計す

る。

随時

東京都大

田区西蒲

田東京工

科大学ま

たは、協

力いただ

ける一般

企業

4名

手洗いや

衛生管理

に興味の

ある一般

市民

20名程
度

(2)その他の事業 (事業費の総費用【   】千円)
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)

~足
瓢F寵剛

「
された
事業名



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 8年度 活動予算書 (その他事業が生登場合)
NPO法人 a RISE

設立・定款変更用

菫位 :円
金   額 小 r・ 合計

A

1

―崚会員受取会費
賛助会員受収会費

2

受取寄附金
施設等受入評価益

3

_・        ・            |      .‐ ●      _

受腋利息

166.000

10.000

16.000

191.000

0

0

0

0

10,000
10.000

l.000

1.000

202.000

1

給料子当
役員報酬
退職給|:費用
福利厚生費

2
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
消耗品費

2

1

役員報酬
le'手 当
退職給付費用
福利厚生費

2

消耗品費
水,こ光熱費
適倍運搬費
地rヽ家賃
旅費交通費
減価償却費

0

0

30,000
0

0

0

00,000

90.000

90.00(

0

0

0

0

30.600

39.60(

129 600

当  期 額  【Al― |
B 72.400

過年度損益修 iL益

0

()

||「

災■損失

当 期 減 額  【C [)

72.400
70 000
0

2 400

|

|

|

|

4 事業収益

5

|

|

39.601

法 人祝 .住 民祝及 び T来祝  ・・・ し
ハ(i諄操教 T嗅 財産額  ・・ ・0



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 9年度 活動予算書
設立・定款変更用

(その他事業が生登場合)
NPO法 人 8 RISE

金   額

● j…  ‐
_ .:t..■ |ス _・ 11

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金
東京都 〈TOKYO創業ステーシヨン助成金、造11業サポート2.0)

4

医療・撼祉饉設.教育機阻 食品関連事業者停への手掟い教育 事業収益
効果的な手洸い方法の調査・研究事業収益

6
.■ 1(力 ||.1

110.000

20,000
20.000

150.000

|

10

1.000.000
4.000.000

30.000
0

30.000

l.00[〕

1.000

4 ]81 00〔

B

1

1

給■1手当
役員報酬
退職綸付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費

「1刷製本費
消耗品費

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2
消耗品費
水道光熟費
通信運搬費
地代家賃
旅■交通費
減価償却費

,0 000
0

0

0

90.000

0

50.000
0

66.000
0

200,000

316.000

406 00(

0

0

000

0

0

20.000

0

O

20.000
39.600
0

0

59.600

79 60(

485 600
当 期 怪 , , 額 A B 3 695 400
C

過年度|:t益修正益
()

0

災■損失

当 期 滅

3.695.400

3.02, 800

2 受取寄附金
|

|

|

軍 収 至 計

「

~屋
¬

「

¬日
~F~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

==●
計

管 理 ● 針

書  用  計
|

1

常 外 収 益 針

Dl繹 鶯 外 書 用

|

中 口 計

授

`正
味 財 産 籠 3)―(4)+0



書式第 6号 (法第 10条関係 )
設   立   用

NPO法人 a.RISE  設立趣旨書

感染症は常に私たちの健康と社会生活を脅かす存在です。近年では新型コロナウイルス感染症の世界的

な流行を経験し、基本的な衛生習慣の重要性が改めて認識されました。特に「手洗い」は、あらゆる感染

症予防の基本であり、最も効果的かつ経済的な予防方法として国内外の保健機関から推奨されています。

しかし、私の学生を対象として研究調査によると、正しい手洗いの方法を実践できているのは全体の

30%程度に留まっており、「ただやつているだけ」の方もいることがわかりました。免疫力は年齢と共に低

下していくので、病気になってしまうと体力的にも元の生活に戻ることは難しくなります。それが、大き

な病気であれば尚更です。これは、医療や食品業界などに大きな影響を及ぼし、日本の持続的な発展にも

多大な影響を与える問題であると言えます。

これらの問題を解決し、社会全体の衛生環境を向上させるためには、科学と実践が調和した手洗い教育

の新たなパラダイムを構築する必要があります。まず目指すべきは、科学的根拠に基づいた効果的な手洗

い方法が広く普及し、様々な教育現場で活用される社会です。科学的根拠に裏付けられた手法が標準とな

ることで、手洗いの効果が最大化され、感染症予防の実効性が高まります。

また、「一人ひとりに合った手洗い」を実現するため、年齢、身体特性、職業などに応じて最適化され

た手洗い教育プログラムの開発・実施が不可欠です。幼児には楽しく学べる工夫を、高齢者には無理なく

確実に実践できる方法を、障がいのある方には個々の特性に合わせたアプローチを提供することで、すべ

ての人が自分に適した方法で効果的な手洗いを実践できます。

我々は、これまで研究室の活動として、運動学的アプローチによる手洗い動作を詳細に解析してきまし

た。また、これらの研究報告を学会や論文誌での報告、また小学生向けのイベントでは手洗いの重要性を

伝えてきました。

しかしながら、一人の教員の研究室であるためその過程でいくつかの限界に直面してきました。まず、

研究室という立場では、保育園や学校、医療機関などに対して活動提案を行う際に社会的信用が不足し、

連携構築が困難であるという課題がありました。そこで、こうした障壁を取り払って、団体運営の効率性

向上とさらなる事業の拡大を目指し、我々の活動に賛同してくれる誰もが参加できる団体である、特定非

営利活動法人となることを決意いたしました。

特定非営利活動法人となった暁には、定期的な総会の実施や、法令等で定められた種類の作成・提出。

一般市民への情報公開などを適切に行 うことで、社会的信用を得、健全な法人運営が実現できると考えま

す。我々は、科学的根拠に基づく手洗い教育を広く社会に普及させることで、感染症予防に貢献し、す
べ

ての人々の健康と安全を守る社会の実現を目指します。

2025年  12月  15日

設立代表者

氏名 上條 史記




